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(要旨) 

我が国のインフラシステム海外展開における強みとして、TOD（公共交通指向型都市開発）

や沿線開発等があげられている。本稿では、インフラシステム海外展開に係る調査の一環

として TOD や沿線開発に着目し、海外事例との比較検討のため、近年軌道が整備された富

山市・宇都宮市を対象に、軌道整備とそれと一体となった沿線開発の取組の経緯や実態を

公開文献及びインタビューにより調査した。本調査の結果、両事例とも、軌道整備と沿線

開発の取組の一体化を図るため、路線の新設とそれに合わせた沿線開発を位置づけた計画

を市全域と沿線という異なる範囲の二段階で策定して整備等が進められていること、沿線

周辺での人口増加や地価上昇等の一定の効果が生じていることが確認できた。 

 

1. はじめに 

「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画（令和５年版）」において、「欧米やア

ジアの競合国に加え、ASEAN 等の新興国の企業の技術力の急速な向上により、我が国企業

の技術の優位性の相対的低下が指摘されている」1中で、「今後の優位性は、１)インフラシ

ステムの施工管理、O&M 等に係る知見・ノウハウ、２)一つのインフラシステムから周辺分

野に多面的に事業を展開する我が国に特徴的な知見・ノウハウ（例：産業立地型港湾開発、

駅ナカ・沿線開発、TOD（公共交通指向型都市開発））等に求める必要があり」2「我が国に

は、鉄道、空港、港湾、道路等の O&M 技術、TOD や駅ナカといった付加価値を創造するノ

ウハウ、ビジネスモデルが豊富に存在している。」3とされ、TOD や沿線開発等が我が国のイ

ンフラシステム海外展開における強みとして位置づけられている。 

このような背景の下、国土交通政策研究所では、2024 年度及び 2025 年度の２か年で「イ

 
1 国土交通省(2023)『国土交通省インフラシステム海外展開行動計画（令和５年版）』 p.10 
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001613818.pdf 
2 国土交通省(2023)『国土交通省インフラシステム海外展開行動計画（令和５年版）』 p.10 
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001613818.pdf 
3 国土交通省(2023)『国土交通省インフラシステム海外展開行動計画（令和５年版）』 p.14 
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001613818.pdf 
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ンフラシステム海外展開における展開先国との協働に関する調査研究」を実施しており、

調査研究の中で、我が国の強みでもある TOD や鉄軌道沿線の開発に着目した都市開発事例

等の調査も実施している。 

本稿は、海外事例の調査に当たって海外における鉄軌道整備とその沿線で一体的に行わ

れる都市開発について我が国事例と対比するため、2000 年代以降に我が国において軌道整

備と併せて沿線開発を実施した事例に着目し、富山市・宇都宮市を対象として、軌道整備

に合わせた都市計画の策定や沿線開発の経緯・実態について、公開文献による調査及び市

へのインタビューを含めた現地調査を実施し、取りまとめたものである。 

 

2. 富山市 

（１） 概要 

富山市は、富山県中央部に位置する人口約 41 万人4の中核市であり、中心市街地は平野

部に位置している。中心市街地北部にある富山駅は交通結節点であり、各鉄道事業者（西

日本旅客鉄道株式会社、あいの風とやま鉄道株式会社、富山地方鉄道株式会社）が運行す

る路線（新幹線を含む）が乗り入れている。 

富山市は、低密度に形成された市街地とそれによる自動車交通への強い依存という都市

課題5や、新幹線駅の開業に向けて利用客数が減少傾向にあった既存鉄道路線（JR 富山港

線）の存廃の判断を下す必要性があったこと等から、後述するように JR 富山港線の路面電

車化、市の中心市街地における軌道の新設による既存の市内電車の環状線化、これら２路

線との接続事業等の軌道整備事業を主導的に行った。その際、富山市は、軌道の整備のみ

にとどまらず、軌道等を骨格とした公共交通指向型の都市構造を市全体のマスタープラン

において提示するとともに、市街地中心部における都市整備の計画に軌道整備事業を位置

付け、軌道新設区間沿線等において再開発事業や公共施設整備を一体的に実施した。 

この軌道整備及び関連する沿線開発の取組のそれぞれについて、以下に経緯を述べる。 

 
4 2024 年 1 月 1 日時点の住民基本台帳に基づく 
5 富山市(2009) 『富山市はなぜコンパクトシティを目指したのか？』 pp.5-7 
https://www.thr.mlit.go.jp/compact-city/contents/suishinkenkyuukai/3/s1.pdf 
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図 １ 富山駅周辺の鉄軌道6 

 

（２） 軌道等整備の経緯 

富山市における軌道整備の主な取組として、JR 富山港線の路面電車化、市内電車の環状

線化、そして富山駅の南北で分かれていた軌道２路線の接続の３事業が順に行われた。 

はじめに、JR 富山港線の路面電車化について述べる。2005 年度に北陸新幹線富山駅の開

業に併せて富山駅周辺の在来線を高架化することが都市計画決定された7が、その際、利用

者数の減少が続いている JR 富山港線も多額の費用を伴う高架化を行うかどうかが議論と

なった。この検討のために設置された富山港線路面電車化検討委員会を経て、最終的に既

存線の高架化案やバス代替による既存線廃線案ではなく新規路面電車化案に決定され、

2006 年 4 月に路面電車化された富山港線（通称：ポートラム）が開業するに至った8。 

 
6 富山市(2024) 『路面電車事業概要』 p.5 の図を基に国土交通政策研究所加工 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/334/2024gaiyou.pdf 
7 富山県(2022) 『富山駅付近連続立体交差事業』 p.7 
https://www.pref.toyama.jp/documents/5371/pamphlet.pdf 
8 富山市(2024) 『路面電車事業概要』 p.7 
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次に、市内電車環状化事業について述べる。この環状化事業以前にも富山市中心市街地

を通る市内電車は存在していたが、商業機能等が集積した富山駅南側の中心市街地（平和

通り周辺地区）と、北陸新幹線の開業及び連続立体交差事業が実施される富山駅周辺地区

の地区間連携の強化のため、市の中心市街地において軌道を新設し、この市内電車を富山

駅と中心市街地をつないで環状線化する事業構想が発案された。2008 年３月に着工され、

2009 年 12 月に環状化された市内電車（通称：セントラム）が開業した9。この市内電車環

状化事業は、2005 年策定の「富山市総合的都市交通体系マスタープラン」において戦略的・

緊急的に取り組むべき施策である七つの主要事業の一つとして記載され10 11、2007 年３月

策定の「富山市公共交通活性化計画」の戦略プロジェクトにも指定されるなど、交通計画

において重要な位置づけがなされたほか、中心市街地における新設の軌道整備であること

から、同年の２月に認定された「富山市中心市街地活性化基本計画」において、中心部に

おける市街地再開発事業等の沿線開発と並列して主要事業に位置づけられ、連携が図られ

ている。 

この後、富山駅における連続立体交差事業の完了を受けて、富山駅の南北に存在するこ

れら２路線の軌道の接続事業が 2020 年に完了した12。 

このように、富山市では新幹線開業を契機として、２路線の軌道の整備及び富山駅での

南北接続を連続的に実施してきた。 

 

（３） 軌道整備に関連する都市整備等の経緯 

前節の軌道整備の取組に並行して、富山市では、①都市全域を範囲とした計画における

軌道等を踏まえた公共交通指向型の都市構造の提示、②中心市街地を範囲とした計画にお

ける公共交通整備と面的開発事業の位置づけ、③再開発事業や公共施設整備等の面的整備

の実施等の、軌道整備と一体となった沿線開発の取組が進められた。 

 

①市全域スケールの計画について 

まず、市全域における軌道等を踏まえた公共交通指向型の都市構造の提示の取組につい

て述べる。富山市では、低密度な市街地と自動車への高い依存度のため、車を使わない生

活の難しさ、割高な都市管理の行政コスト、都心空洞化による都市全体の活力低下と魅力

 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/334/2024gaiyou.pdf 
9 富山市(2024) 『路面電車事業概要』 p.12 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/334/2024gaiyou.pdf 
10 富山市(2017)『富山市公共交通活性化計画』 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/257/1.pdf 
11 富山市(2024) 『路面電車事業概要』 p.11 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/334/2024gaiyou.pdf 
12 富山市(2024) 『路面電車事業概要』p.15 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/334/2024gaiyou.pdf 
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の喪失といった問題が存在していた13。これらの問題の解消に向け、富山市は「富山市都市

マスタープラン」を 2008 年に策定し、必ずしも自動車に頼らなくても歩いて暮らせる生活

環境の形成を目指し、鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商

業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させる「公共交通を軸としたコンパクトなまちづ

くり」を基本方針として提示した。同プランでは“お団子と串の都市構造”を示しており、

本都市構造の中では一定水準以上のサービスレベルの公共交通として、前述の富山港線、

市内電車環状線等が位置づけられた14。その後もこの都市構造に基づき、2016 年には「富

山市地域公共交通網形成計画」15が、2017 年には「富山市立地適正化計画」が策定されて

いる16。 

この“お団子と串の都市構造”は公共交通沿線への都市機能の集約の方針を示しており、

鉄軌道と沿線都市機能の関係を定めている。例えば「富山市立地適正化計画」においては、

鉄軌道駅から徒歩圏範囲で、日常生活に必要な機能を利用できる将来を提示しており17、

駅周辺での開発を進める際の根拠となっている。 

 

図 ２ お団子と串の都市構造18 

 
13 富山市(2024) 『路面電車事業概要』 p.4 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/334/2024gaiyou.pdf 
14 富山市都市マスタープラン(2019) pp.23-25 によれば、”串”となる公共交通について「鉄軌道をはじめとする公共

交通」、「日常の足として使えるサービス水準を確保」と言及されている。 
15 富山市(2016)『富山市地域公共交通網形成計画』 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/320/moukeiseikeikaku2021.pdf 
16 富山市(2023)『富山市立地適正化計画』 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/115/2023toyamasiritteki.pdf 
17 富山市(2016)『富山市地域公共交通網形成計画』 p.14 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/320/moukeiseikeikaku2021.pdf 
18 富山市(2023)『富山市立地適正化計画』 p.13 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/115/2023toyamasiritteki.pdf 
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②沿線スケールの計画について 

次に、中心市街地における軌道整備と沿線開発の連携に向けた計画策定について述べる。

富山市は 2007 年２月に国より認定がなされた「第１期中心市街地活性化計画」を策定し

た。同計画においては利便性の向上、賑わい拠点の創出、まちなか居住の推進を三本柱と

して中心市街地における事業実施の方針を示しており、その実現手段である具体的な事業

として、市内電車環状化事業と、市内電車沿線における様々な市街地再開発事業等が並列

して位置づけられている。その後の最新版に当たる第４期中心市街地活性化計画（2022 年

策定）においても、公共交通・都市空間にかかる方針として、「公共交通ネットワークの活

用と良質な都市空間の形成による回遊性の高い中心市街地の形成」が掲げられ、「富山駅北

地区において、ブールバール19の再整備や中規模ホールの建設等による魅力的な都市空間

の創出に取り組むとともに、南北接続し利便性が向上した市内電車沿線にある広場等との

連携により、回遊性の強化を図ります。」と述べられ、軌道整備を受けた沿線開発の姿勢が

示されている20。 

  

 
19 （※筆者注）富山駅北ブールバール地区は、広幅員の歩道が整備されている市道富山駅北線を中心としたエリアで

あり、富山駅から駅北方に位置する富岩運河環水公園までをつなぐほか、体育館や親水広場等の公共施設が隣接して

いる。 
20 富山市(2022)『第四期 富山市中心市街地活性化基本計画（令和７年３月５日変更）』 p.64 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/519/2025chukatukeikaku.pdf 
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図 ３ 第１期中心市街地活性化計画の施策21 

 

③沿線での都市開発事業について 

最後に、中心市街地における沿線開発の取組として、第１期富山市中心市街地活性化基

本計画22において市内電車の環状線化事業とともに位置づけられ、沿線で整備された、「総

曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業」「グランドプラザ整備事業」「西町南地区第一種

市街地再開発事業」について述べる。 

総曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業は、富山駅から見て南側に位置する総曲輪通

り商店街の老朽化及び近隣に立地する老舗百貨店の建替えを契機に商業施設整備の再開発

を行った事業であり、2004 年に組合設立認可、2007 年８月に竣工している。また、グラン

ドプラザ整備事業は、その総曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業と、同時期に実施さ

れていた西町・総曲輪地区第一種市街地再開発事業のそれぞれで、市有地を両事業の間の

敷地側へ寄せる土地の権利変換を行い、1,400 ㎡の大規模な空間を創出し、商業施設群に

隣接したイベント利用も可能な全天候型の広場として整備した事例であり、2007 年にオー

プンした。西町南地区第一種市街地整備事業は、富山第一銀行の移転に併せて富山市がに

 
21 富山市(2007)『富山市中心市街地活性化基本計画』 p.77 を基に筆者加工 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/014/393/all.pdf 
22 富山市(2007)『富山市中心市街地活性化基本計画』 p.77 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/014/393/all.pdf 

軌道新設箇所 

軌道整備事業 

沿線開発事業 

沿線開発事業 
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ぎわい交流拠点として富山市立図書館本館の移転とガラス美術館の整備を行ったことが契

機となって始まった事業であり、2012 年に組合設立が認可され、2015 年に竣工している

23。 

これらの事業のように、軌道整備に併せて、富山市は商業施設群に隣接した広場や、図

書館、美術館等の公共施設整備を行っている。 

 

（４） 取組の小括 

前節までで述べた富山市の取組の主な事項について、軌道整備及び沿線開発の二つの観

点から時系列に沿って表 １に整理した。表より、中心市街地においては軌道整備に併せて

中心市街地活性化計画の策定や、市街地再開発事業による沿線開発が実施されていること

が確認できる。 

 
表 １ 富山市の取組の時系列整理 

年 軌道整備の経緯等 沿線開発の経緯 

2003 富山港線路面電車化検討委員会の設置  

2004 富山港線路面電車化の予算案承認  

2005 「富山市総合的都市交通体系マスタープラン」に

市内電車環状化が位置づけ 

総曲輪通り南地区市街地再開発事業 着工 

2006 路面電車化された富山港線開業  

2007 富山市公共交通活性化計画 策定 富山市第１期中心市街地活性化基本計画 認定 

総曲輪通り南地区市街地再開発事業 竣工 

2008  富山市都市マスタープラン 策定 

2009 市内電車環状化事業完了  

2013  西町南地区第一種市街地整備事業 着工 

2015 北陸新幹線富山駅開業 

富山駅南北直通事業第一期完了 

西町南地区第一種市街地整備事業 竣工 

2016  富山市公共交通網形成計画 策定 

2017  富山市立地適正化計画 策定 

2020 富山駅南北直通事業第二期完了  

 

（５） 取組に伴う沿線市街地の動向 

最後に、前節までに述べた取組後の富山市の市内電車沿線における人口・地価について

述べる。 

人口動態に関しては、環状線開業や市街地整備事業が進展してきた 2014 年頃から市内

電車沿線全体において転入超過が続いている24。また、周辺地価に関しては、富山市全体の

傾向や環状線から離れた中心市街地の傾向と異なり、環状線新線区間では地価が微増傾向

 
23 富山市(2007)『富山市中心市街地活性化基本計画』 p.77 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/014/393/all.pdf 
24 富山市(2022)『路面電車南北接続による効果について』 p.25 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/372/chousananboku.pdf  
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となっている。 

このように、人口や地価においても、取組を行ったエリアでの好影響が確認されている。 

図 ４ 市内電車沿線全体での社会増減25 

 

図 ５ 富山市の地価推移26 

 

3. 宇都宮市 

（１） 概要 

宇都宮市は、栃木県中央部に位置する人口約 52 万人27の中核市であり、中心市街地は平

野部に位置している。中心市街地における鉄道として、中心部に東武鉄道の東武宇都宮駅

が、その東側に東日本旅客鉄道の宇都宮駅（以下「JR 宇都宮駅」という。）が約２km 離れ

て立地している。 

宇都宮市では、東部地域における慢性的な渋滞の存在という交通課題に加え、人口減少・

少子高齢化社会への対応、環境問題への対応、公共資本ストックの老朽化、中心市街地の

活力低下等の都市課題28が存在していた。このため、宇都宮市は JR 宇都宮駅東口から、宇

 
25 富山市(2022)『路面電車南北接続による効果について』 p.25 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/372/chousananboku.pdf 
26 富山市(2023)『富山市立地適正化計画』p.24 
https://www.city.toyama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/115/2023toyamasiritteki.pdf 
27 2024 年 1 月 1 日時点の住民基本台帳に基づく 
28 宇都宮市（2008）『第５次宇都宮市総合計画』 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/shisei/machi/1034530/sougoukeikaku/5ji/1007658.html 
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都宮市の東側に隣接する芳賀町へと至る軌道路線（通称：ライトライン）（以下「ライトラ

イン」という。）の新設を行った。この軌道整備に併せて、宇都宮市は、都市全域を範囲と

した計画において都市拠点と軌道等公共交通の関係を提示するとともに、新規に整備した

軌道の沿線を範囲とした計画におけるまちづくりの方針を提示し、軌道整備と沿線の都市

整備の一体化を図っている。さらに、都市拠点として位置づけている JR 宇都宮駅の東口に

おける宇都宮市主導の公有地開発事業により、LRT29であるライトラインの停留場と一体と

なった空間として、広場、商業施設、コンベンション施設等の都市機能の整備を行ってい

る。 

この軌道整備及び関連する沿線開発の取組のそれぞれについて、以下に経緯を述べる。 

（２） 軌道整備の経緯 

宇都宮市・芳賀町が整備したライトラインは、JR 宇都宮駅東口（宇都宮市）から芳賀・

高根沢工業団地（芳賀町）に至る約 14.6km の路線である。 

元々、1990 年代初頭より宇都宮駅から工業団地への慢性渋滞が問題化しており、何らか

の公共交通手段が検討されていた30。1995 年には将来の交通需要を踏まえ道路・公共交通

ネットワーク整備のあり方を検討する「宇都宮都市圏都市交通マスタープラン」が策定さ

れた31。その後、2001 年度から 2002 年度にかけて、「新交通システム導入基本計画策定調

査」が実施され、2003 年に発行された同調査報告書では、まちづくりの方向性の一つとし

て、まちづくりや総合的な交通対策と一体となった「新たな基幹公共交通の整備」案が望

ましいとされ、導入区間・ルートや需要予測が示された32。 

その後、2013 年３月には、「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針」が策定された。

この基本方針には、東西基幹公共交通に新たな交通システムとして軌道を導入すること、

計画区間 15km のうち、JR 宇都宮駅東側を優先的に整備すること、公共が走行空間等を整

備・保有し、民間の営業主体が運行・日常の維持管理を行う「公設型上下分離方式」を採

用すること、軌道の整備とともに、機能的、効果的に連携するバスネットワークを構築す

ること及び関係機関との協力体制の構築や更なる市民理解の促進に向けた取組を実施する

ことが示されている33。 

 
29 ＬＲＴとは、Light Rail Transit の略で、低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時

性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する軌道系交通システムのこと。（国土交通省 HP『軌道法（路面電車

等）』(2025 年 10 月 10 日閲覧) https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/lrt/lrt_index.html ） 
30 鶴指他（2023）『日本の大都市におけるスマートシティの共通点についての考察』, 国土交通政策研究所紀要, 第
81 号, p.62 
https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2023/kiyou_81.pdf 
31 第 1 回「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」資料 2 (2013)  p.1 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/131121shiryou2.pdf 
32 宇都宮市(2003)『新交通システム導入基本計画策定調査報告書（概要）』 p.8 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/088/kihonkeikaku.pdf 
33 宇都宮市(2013)『東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針』 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/130319kihonhoushin.pdf 



 

                       国土交通政策研究所紀要第 83 号 2025 年 早期公開版   11 

 

基本方針に基づき、軌道の事業化に向けた導入空間や運行計画等の各種専門的な検討を

行うために、「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」が設置され34、同委員会において、

LRT 土地利用方針の策定を行うなど、軌道整備にかかることから、交通政策、都市整備の

方向性に至るまで、幅広い内容について検討がなされてきた35。また、2015 年には「芳賀・

宇都宮東部地域公共交通網形成計画」が策定され、計画の中で LRT の導入についても位置

づけがなされた36。 

これらの方針・計画に基づき、2018 年に工事が着工され、2023 年にライトラインの開業

に至った37。 

 

 

（３） 軌道整備に関連する都市整備等の経緯 

前節の軌道整備の取組に並行して、宇都宮市では、①広域的な範囲における公共交通と

拠点開発の関係の方針の提示、②沿線に限った土地利用の方針の提示、③市主導での停留

場と一体となった公共施設整備等の、軌道整備と一体となった沿線開発の取組が進められ

た。 

 

①市全域スケールの計画について 

まず、市全域を範囲とする広域的な公共交通と沿線開発の方針の提示について述べる。

宇都宮市は、2008 年に第５次宇都宮市総合計画において「ネットワーク型コンパクトシテ

ィ」という将来都市構造を提示し、この都市構造とその実現のための具体的な推進方策を

 
34 宇都宮市(2013) 第 1 回「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」資料 1 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/131121shiryou1.pdf 
35 宇都宮市 HP『東西機関公共交通(LRT)の実現に向けた取り組み』(2025 年 5 月 16 日閲覧) 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/kurashi/kotsu/lrt/1028856/1006078.html 
36 宇都宮市・芳賀町「芳賀・宇都宮東部地域公共交通網形成計画」（令和５年６月見直し）p.48 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/025/02_moukeiseikeikaku.pdf 
37 宇都宮市 HP(2023)『芳賀・宇都宮 LRT 開業記念』 
https://u-movenext.net/assets/pdf/open-square/documents_lrt_04.pdf 

図 ６ ライトラインの様子（JR 宇都宮駅東口にて筆者撮影） 
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市民と共有するため、2015 年には「ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョン」を策

定した。このビジョンにおいては、都市機能が集積した拠点（都市拠点・地域拠点・観光

拠点・産業拠点）の形成である「拠点化」と、拠点間を連携・補完する階層性を持った交

通ネットワークの形成である「ネットワーク化」を進めることでネットワーク型コンパク

トシティの形成が目指されている。ライトラインは、この階層性ある交通ネットワークの

東西方向の基幹公共交通として位置づけられているのに加え、都市拠点形成との関係にお

いても、目指すべき都市拠点のイメージとして「歩行空間と調和のとれた LRT 等の公共交

通網が整備」と記載されている。 

また、このビジョンに示されている都市構造イメージ（図 ７）では、ライトライン沿線

における拠点の位置と性質（地域拠点（郊外部）、産業拠点）が地図表現で示されている38。

このように、市全域のスケールにおいて、文章及び概念図を用いてライトラインと都市整

備の関係性が位置づけられている。 

 

図 ７ 都市構造のイメージ39 

 
②沿線スケールの計画について 

次に、軌道沿線を範囲とした沿線開発の方針提示の取組について述べる。宇都宮市は、

前述の市全域の都市構造の提示だけではなく、軌道沿線に対象を絞った都市将来像の提示

 
38 宇都宮市 HP『ネットワーク型コンパクトシティ』(2025 年 5 月 16 日閲覧) 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/shisei/machi/1034530/1007653.html 
39 富山市(2015)『ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョン』 p.17 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/007/653/vision.pdf 
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も行っている。具体的には、宇都宮市は、2018 年に JR 宇都宮駅東口以東の軌道計画区間

を対象とした「LRT 沿線の土地利用方針」を策定したほか40、今後軌道の延伸が想定されて

いる JR 宇都宮駅西側においても、軌道沿線想定範囲を対象にまちづくり・交通合わせて拠

点の将来像や今後の取組例を示す「都心部まちづくりビジョン」を 2022 年に策定している

41。 

このように沿線・駅周辺における都市機能の分布と開発の方針を示すことで、新たに整

備した軌道と沿線開発との連携が図られている。 

図 ８ 「LRT 沿線の土地利用方針」に示される土地利用方針42 

 

図 ９ 「都心部まちづくりビジョン」 の対象範囲43 

 

 
40 宇都宮市(2018)『LRT 沿線の土地利用方針』 p.10 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/016/164/210618houshin.pdf 
41 宇都宮市 HP『都心部まちづくりビジョン』(2025 年 5 月 16 日閲覧) 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/shisei/machizukuri/1028800/1028807/index.html 
42 宇都宮市(2018)『LRT 沿線の土地利用方針』 p.10 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/016/164/210618houshin.pdf 
43 宇都宮市(2022)『都心部まちづくりビジョン』 p.1 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/028/807/tosinbu_matidukuri_vision.pd
f 
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③沿線での都市開発事業について 

最後に、宇都宮市が主導した軌道沿線における沿線開発の取組について述べる。 
まず、JR 宇都宮駅東側ではライトライン開業に先駆けて「宇都宮駅東口地区整備事業」

が実施された。事業者決定前の 2018 年に策定された「宇都宮駅東口地区整備方針」におい

ては、「地区整備の基本方針」として、「県都の顔である宇都宮駅東口地区全体を象徴的な

都市空間とするため、宇都宮駅や LRT の停留場と中央街区等との連続性のある空間の確保、

軌道の乗入れ空間を含め、地区全体を統一感のある空間として形成する等、LRT との一体

感の醸成を目指す。」とあり、軌道整備との一体性が示されている44。この方針に基づき、

JR 宇都宮駅東口前に存在していたまとまった市有地（鉄道施設跡等）において、官民連携

によりコンベンション施設・広場等の公共施設や、商業施設・ホテル・マンション等の民

間施設が整備され、2022 年までに各施設が開業・供用開始している45。 

 

図 10 JR 宇都宮駅東口地区まちびらき時の様子46 

 

また、今後ライトラインの延伸が想定されている JR 宇都宮駅西側においても軌道整備

に合わせた沿線開発の取組が存在する。2013 年に策定された「JR 宇都宮駅西口周辺地区整

備基本構想」では駅前広場を含む周辺地区一体の整備方針が示されるものの、軌道整備に

関する記述は含まれなかったが、同構想に基づく基本計画を策定するために 2023 年 12 月

から 2025 年 5 月現在までに計４回開催されている「（仮称）JR 宇都宮駅西口周辺地区整備

基本計画策定懇談会」の会議資料では、同駅西側の軌道の整備計画を踏まえた景観や動線

の整理が検討課題に上がっており、西口周辺地区においても軌道整備と連携した都市開発

 
44 宇都宮市(2018)『宇都宮駅東口地区整備方針』 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/shisei/machizukuri/higashiguchi/1031801/1031800/1015395.html 
45 宇都宮市 HP『宇都宮駅東口地区整備事業の概要について』(2025 年 5 月 16 日閲覧) 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/031/797/282460071248001692338655/
r6jigyougaiyou.pdf 
46 宇都宮市 HP『ライトキューブ宇都宮の写真記録』(2025 年７月８日閲覧) 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/shisei/machizukuri/higashiguchi/1031801/1025500/1025499.html 
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が検討されている47。 

このように、宇都宮市では軌道整備に併せて、市全域や軌道沿線を対象とした都市像の

提示や、軌道整備と協調した面的整備の実施・検討を行ってきた。 
 

図 11 JR 宇都宮駅西口周辺地区の将来イメージ48 

 

（４） 取組の小括 

前節までに述べた宇都宮市の取組の主な事項について、軌道整備・沿線開発都市整備の

二つの観点に分けて、時系列に沿って下記に示す。 

表 ２のとおり、ライトライン開業までに、市全域での公共交通を踏まえた都市構造、沿

線開発の将来像の提示、JR 宇都宮駅東口の施設開業がなされており、軌道整備と都市整備

が一体となって進んでいることが確認された。 

  

 
47 宇都宮市(2023)『(仮称)JR 宇都宮駅西口周辺地区整備基本計画の策定について』 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/033/939/r5.12.18_kaigishiryo.pdf 
48 宇都宮市 HP『JR 宇都宮駅西口周辺地区整備』(2025 年 5 月 16 日閲覧) 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/shisei/machizukuri/nishiguchi/1039403/index.html 
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表 ２ 宇都宮市の取組の時系列整理 

年 軌道整備等の経緯 沿線開発の経緯 

1995 「宇都宮都市圏都市交通マスタープラン」 策定  

2003 「新交通システム導入基本計画策定調査報告書」 
発行  

2007 「新交通システム検討委員会」 設置  
2008  「第五次総合計画」 策定 

2013 
「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方針」 
策定 
「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」 設置 

「JR 宇都宮駅西口周辺地区整備基本構想」 策定 

2015 「芳賀・宇都宮東部地域公共交通網形成計画」 
策定 

「ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョン」 
策定 

2018 LRT 着工 「LRT 沿線の土地利用方針」 策定 
「宇都宮駅東口地区整備方針」 策定 

2022  「都心部まちづくりビジョン」 策定  
東口地区で「まちびらき」 

2023 LRT 開業 「（仮称）JR 宇都宮駅西口周辺地区整備基本計画策

定懇談会」 第一回開催 

（５） 取組に伴う沿線市街地の動向 

最後に、前節までの取組を踏まえ、宇都宮市のライトライン沿線における人口・地価の

動向について述べる。 

人口動態については、宇都宮市全体の人口は減少傾向を示す一方で、ライトライン沿線

の人口は 2012 年から 2024 年９月まで増加傾向(10 ポイント増加)にある。特にライトライ

ン沿線の土地区画整理事業が実施された戸建住宅地や、マンション建設が進行している JR

宇都宮駅東地区においてその傾向が顕著となっていると報告されている49。地価について

も、ライトライン沿線では商業地・住宅地ともに市平均以上の値を示しており、近年上昇

傾向となっている50。 

このように、人口・地価の各面において、取組を行ったエリアでの好影響が確認されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
49 宇都宮市(2024)『ライトラインの整備効果について』 p.49 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/05_shiryou_38.pdf 
50 宇都宮市(2025)『ライトラインの整備効果について（詳細版）』 p.26 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/20250612sashikae.pdf 
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図 12 軌道沿線人口の推移51 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13 軌道沿線地価の推移52 

 

4. おわりに 

近年の我が国において新規路線の軌道整備と沿線開発が一体的に行われた２事例の調

査を行い、共通点として下記の点を確認した。 

一点目として、両事例とも、行政が策定する計画に軌道整備と沿線開発・土地利用方針

を位置づけることで、それぞれの取組に一体性を持たせていることが確認できた。また、

計画の対象とする範囲は二段階存在し、都市全域を対象として公共交通と沿線開発の方針

を示す計画と、新設路線の沿線において具体的に駅や停留場と開発方針の関係を示す計画

も策定されていた。具体的には、富山市においては前者が「富山市都市マスタープラン」、

後者が「第１期中心市街地活性化計画」に該当し、宇都宮市においては前者が「ネットワ

ーク型コンパクトシティ形成ビジョン」、後者が「LRT 沿線の土地利用方針」に該当する。 

 
51 宇都宮市(2025)『ライトラインの整備効果について（詳細版）』 p.21 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/20250612sashikae.pdf 
52 宇都宮市(2025)『ライトラインの整備効果について（詳細版）』 p.26 
https://www.city.utsunomiya.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/078/20250612sashikae.pdf 
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二点目として、人口 40～50 万人程度の中規模都市において、行政主導により新規軌道路

線の整備とその沿線開発が一体で行われた両事例では、取組の結果として、相対的に沿線

の地価の上昇や人口が増加していることが確認できた。 

今後も、「インフラシステム海外展開における展開先国との協働に関する調査研究」の一

環として、我が国における TOD（公共交通指向型都市開発）や沿線開発を含んだ都市開発

の取組に関する事例について引き続き調査・分析し、海外の事例とも比較する予定として

いる。 

 

(HP 公開日 2025 年 11 月 12 日) 

※本稿は、「国土交通政策研究所紀要第 84 号 2026 年」掲載予定論文を刊行前に早期公開するものである。 

 

 


